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研究要旨 
 日中韓 3 か国の公的年金制度についての比較を行う。3 か国ともに急速な
少子高齢化の中にあり、公的年金制度の持続可能性を確保していくために、
定期的な制度の健全性の確認や見直しが求められる状況にある。本稿では各
国の状況を、歴史・枠組み・給付・負担・財政状況といった観点から確認し
つつ、各国が公的年金制度を持続可能なものとして維持していくために将来
求められるであろう改善の方向性についても検討した。 
 
※別添論文「日中韓の年金制度に関する比較分析」 

 
Ａ．研究目的 
 急速な少子高齢化の進展に伴い、公的年
金制度は各国ともに改革の必要に迫られて
いる部分がある。そこで、日中韓 3 か国の
公的年金制度について比較を行いながら、
今後の改革の方向性を検討することが本稿
の目的である。 

 
Ｂ．研究方法 
研究会にて示された各国の施策表をベー

スとしながら、各国の公的年金制度が置か
れている状況を整理する。その中で、各国
が将来的に取り組むべき課題を明らかにす
る。 

 
（倫理面への配慮）該当なし。 
 
Ｃ．研究結果 
日本においては、いち早く保険料水準の

固定化、マクロ経済スライドによる自動的

な調整といった仕組みを取り入れ、安定的
で持続可能な制度の構築を果たしているが、
非正規雇用者への厚生年金の適用拡大や、
国民年金と厚生年金の間でマクロ経済スラ
イド適用期間の差が発生する問題など、新
たな課題もあり、さまざまな改善を求めら
れている状況は続いている。 
中国では、皆年金ではないことや、被保

険者が自由に選択できる保険料が低い水準
にとどまっていること、財政状況の健全化
を確認する公式の方法がないことなどが将
来問題になりうるものと考えられる。 
韓国では、今後の少子高齢化により、急

速に年金財政が悪化すると予測されている
ことが最大の問題である。 
 
Ｄ．考察 
少子高齢化への対応は各国それぞれに取

り組んでいるとは考えられる。ただしその
対応の強度はさまざまであり、必ずしも十
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分な対応ができているとはいえないような
部分も見られる。たとえば中国であれば、
支給開始年齢の引き上げは急務であり、ま
た加入や拠出への動機を強めるような制度
設計も必要であろう。韓国であれば、国民
年金の保険料率引き上げが検討課題になる
だろう。 
 
Ｅ．結論 
 公的年金制度は引退後の生活を支える非
常に重要な仕組みである。各国ともに経済
社会の変化に対応し、さまざまな改革を進
めているが、必ずしも十分でないと思われ
る部分もある。引退後の所得保障を実現す
るために、公的年金制度を持続可能なもの
とできるよう、さらに検討を進めていくこ
とが必要である。 
 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 

なし。 
２．学会発表 

なし。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 
 1. 特許取得 

 なし。 
 2. 実用新案登録 

なし。 
 3.その他 

なし。 
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